
はじめに

欧米の民主主義諸国が現在直面している最も切

実な問題の一つが、多様な民族社会でコミュニ

ティーの絆をいかに維持、強化するかという点で

ある。我々は、増大する文化の多様性と、相互支

援の規範や保障の充実した福祉国家を支えるアイ

デンティティーの共有化との調和を、どのように

図ればよいのだろうか。

カナダの政治理論家たちは、多文化主義の多様

性と権利および市民権の関係性をめぐる国際的な

議論に、重要な貢献を行ってきた。最初に、市民

権という多文化主義の概念と基本的な自由民主主

義の原則の関係性について議論がなされた。しか

しながら、1990年代半ばから、この哲学的な議論

に、民族多様性と認識と再分配の関係性に関する、

より実証的な議論が加わるようになった。多様性

は市民の信頼感と連帯感を損ない、現代の民主主

義は、民族多様性の受容と再分配の支持との二律

背反に陥っている――こう論じる分析者が増えて

いる。

こうした懸念は「革新派のジレンマ」（Goodhart
 

2004年、Pearce 2004年）と呼ばれている。これま

では、移民や多文化主義の概念である市民権に反

対を唱えるのは、もっぱら保守右派であった。し

かし現在では、左派や中道左派の政治勢力からも

疑問の声が上がっている。彼らは、多文化主義の

せいで、従来の経済の再分配を維持し強化するこ

とがますます困難になっているという懸念を募ら

せている。こうした懸念の結果、多くの欧米諸国

において移民、多文化主義、社会保障制度を従来

支持してきた自由主義の左派が分裂しかねない状

況に陥っている。

現在の議論では、二つの全く異なる議論が混同

されているケースが往々にして見受けられる。こ

うした議論は要約すると、基本的に以下の二律背

－ －4

特集：カナダ・韓国・日本 ３カ国 社会保障比較研究

相反する立場としてのカナダ：多文化主義と認識と再分配

キース・G・バンティング

■ 要 約
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反を指摘していると言える。

●異質性と再分配の二律背反：民族/人種の境

界線を越えて信頼感と国家の連帯感を育むの

は困難である。このため、民族/人種の多様性

が再分配に関する社会政策を弱体化させてい

る。

●認識と再分配の二律背反：エスニックグルー

プを認めるまたは受け入れる多文化主義政策

が、民族多様性と社会連帯との間に存在する

緊張関係を悪化させている。その結果、再分

配の支持が弱体化している。

こうした緊張関係は本物だろうか。それ以上に

重要な点として、普遍的なものなのだろうか。あ

るいは、我々が目にしている緊張関係は、特定の

背景や状況を反映しているのだろうか。これらの

二律背反が本物で、社会的関係における普遍的な

パターンを映し出しているというのなら、多様性

を認めて受容する「多文化主義の福祉国家」とい

う概念自体が、ほとんど形容矛盾であると言って

よい。もしこれが真実ならば、我々は、かなり困

難な状況にある。民族多様性は、欧米のほぼすべ

ての民主主義諸国における現実であり、少数民族

が、差異を認めて受け入れるように要求すること

を、今後差し控えると仮定する根拠はないからだ。

本稿は、これらの問題点をめぐる議論に対して、

カナダが果たす貢献が増大している点について論

じる。貢献には二種類ある。第一の貢献は、国家

レベルと比較レベルの双方から問題に取り組んだ、

カナダ人研究者のチームが実施した調査の結果に

基づくものである1)。第二の貢献は、カナダの経験

そのものである。後述するが、カナダの事例は、

多様性と認識と再分配の関係性において、従来と

は異なるものである。もっぱら事例として挙げら

れることの多い米国とは対照的であり、学界や政

界で取り上げられるケースが増えている。

本稿の前半部では、カナダの研究チームが行っ

た、上記に挙げた二つの二律背反の主張に関する

比較証明について概説する。OECD諸国の多国間

にまたがる定量分析を用いてこれを行う。後半部

では、カナダのケーススタディーを紹介する2)。こ

の多文化主義国は、多文化主義の福祉国家の政治

のあり方について、ひとつの姿を提供している。

結論では、最近の研究結果を紹介した上で、従来

とは異なるカナダの事例が及ぼす影響を検証し、

更に視点を広げて、多様な社会における社会保障

の未来について論考する。

１.多国間にまたがる証明：多様性と認識と

再分配

⑴ 異質性と再分配の二律背反

社会保障政策の研究者は長い間、社会保障は強

力な連帯感と、それに関連する信頼感、互恵主義、

相互義務の上に構築され、これらによってのみ支

えられると論じてきた。初期にこの見解を解説し

たのが、T・H・マーシャルである。マーシャルは、

戦後の社会制度の拡大期に、社会的市民権に関す

る最も傑出した論文を執筆した。マーシャルは、

社会保障の権利拡大は、イギリスにおいて国民意

識――現代の社会制度の拡大以前から発達しはじ

めた意識――が台頭してきたことの表れであり、

20世紀における社会制度の発展を支えてきたと考

えた。マーシャルは、しばしば引用される一文だ

が、「市民権には異なる種類の絆、共有物である文

明への忠誠心に基づいた、コミュニティーの一員

としての直接的な感覚が必要である」と論じた

（Marshall 1950年、8頁）。

しかし、近年研究者らは、民族/人種の多様性が

共通のコミュニティーとアイデンティティーを損

ない、同じ市民に対する信頼感を低下させ、結果

として社会保障政策を衰退させる恐れがあると論

じるようになっている。社会運動と同盟のレベル

では、多様化が進むほど、福祉国家を支持した歴

史上重要な同盟が分断化し、または、そうでなけ
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れば再分配についての検討を要求する闘いにおい

て結託する可能性のある、文化的に定義された台

頭集団を分断化するのではないかと憂慮している。

選挙戦をめぐる駆け引きにおいては、国民の多数

派たちが「自分たち」に所属していない「見知ら

ぬ者」や「よそ者」に資源を再分配する社会制度

への支持を撤回するのではないかと、批評家らは

懸念している。あるいは多数派たちは、移民に反

対する保守派または極右派政党に投票し、投票用

紙記入所にいる間は求めていなかったと思われる、

社会保障制度の縮小に貢献してしまうかもしれな

い。

こうした主張を裏付ける証拠はあるのだろうか。

福祉国家に関心を持つ研究者らは、こうした要因

にはこれまでほとんど注意を払ってこなかった。

その証拠に、福祉国家の発展とその後の再建に関

する近年の比較研究では、移民と民族多様性が及

ぼす影響には、ほとんど触れていない（Swank 2002

年、Huberおよび Stephens 2001年、Hicks 1999

年、Esping-Andersen 1990年、1996年）。しかし、

ほかの二つの論文がその主張を裏付けている。第

一に、開発途上諸国、特にアフリカにおいて経済・

社会上の成果が乏しいのは、民族・種族の多様性

が原因であると、開発経済学者らが指摘するケー

スが増えている。最初は、異質性が経済成長に及

ぼす影響が重点的に論じられていたが、以後の研

究では、異質性が公共財（教育など）の供給に及

ぼす影響についての分析もなされるようになった

（Easterlyおよび Levine 1997年、Easterly 2001年

aおよび2001年 b、Nettle 2000年、James 1987年、

1993年）。同様に La Ferraraは、アフリカの発展

において、インフォーマル金融やグループ融資の

利用を条件付けする上で、民族性が果たした重要

な役割についても論証している（La Ferrara 2002

年、2003年）。

第二に、米国の社会保障政策に関する研究は、

「人種の多様性が再分配を弱体化させている」とい

う実質的な証拠を提供している。例えばAlesina、

Baqir、Easterly（2001年）は、公共支出は、たと

えほかの関連要因が一定であったとしても、人種

の多様化が進んでいる都市や国家の方が低水準で

ある傾向があると論証している。これらの研究結

果はその他の研究者によっても反復されている

（Luttmer 2001年など）。Alesinaおよび Glaeser

（2004年）は最近、このアプローチを多国間の差異

にまで拡大した。彼らは、米国とヨーロッパ諸国

の社会的支出における差異のおよそ半分は、その

人種の多様性の水準の差異によって説明できると

結論付けた。

この議論を更に進めるため、当研究チームは、

移民と社会的支出の関係性に焦点を当てることに

より、異なるアプローチを試みた（Banting、Johnston、

Kymlicka、Soroka 2006年）。移民と人種の多様性

は明らかに別個のものである。移民のすべてが新

しい国において人種的なマイノリティーを構成す

るわけではないし、アフリカ系アメリカ人の事例

に見られるように、人種的なマイノリティーのす

べてが近年の移民の結果でもない。それにもかか

わらず、欧米諸国では、移民と多様性の関連性が

強まっている。更に、両者が異なるにせよ、移民

と福祉給付を重視する政策は、現在でも精力的に

議論されている。この点は、中欧の新興 10カ国が

準備段階において、最近ヨーロッパ連合（EU）に

加盟した点にも表れている。また、Snidermanと彼

の同僚ら（2000年）は、同様にイタリアでも、あ

らゆる移民（白人か黒人かは問わない）に対する

反応はいまだに否定的なものであることを突き止

めた。

本研究では、国連データにおいてこれまでに移

民してきた者の数と呼ぶことのできる国外で出生

した人口の比率を用いて、移民の測定を行ってい

る。移民が福祉国家の進化に果たした役割を分析

するため、我々はOECD諸国の社会的支出の偏差

に関連する要因の、主要なモデルを採用した。そ
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の主なものに、Swank（2002年）とHuberおよび

Stephens（2001年）が開発したモデルがある。し

たがって、本研究で用いたモデルでは、社会的支

出との関連性が示されてきたさまざまな要因（高

齢化率、労働力に占める女性の比率、左派政党の

勢力など）を盛り込んでいる3)。本研究では、支出

の伸びは、一部には、初期に支出水準が低かった

諸国が追いついてきたことを表わしている可能性

があるという仮説に基づいて、1980年の移民と社

会的支出の水準を、この組み合わせに追加してい

る。

際立った発見が二つある。一つは、1970年から

2000年にかけての、移民の人口比と、社会的支出

の伸びとの間には、何の関連性もないという点で

ある。この発見は、社会的支出と関連するその他

の要素をコントロールする、回帰分析に異を唱え

るものである。この 30年間に、移民の比率が大き

い諸国の方が、小さい諸国よりも、社会制度の開

発・維持においてより多くの問題を抱えているこ

とを示す証拠は、単純に存在しなかったのである。

一方もう一つの発見は、変化のペースには関連性

があるらしいという点である。分析によって 1980

年から 2000年までの移民の増加と社会的支出の対

GDP（国内総生産）比の変化との関係性を検証す

ると、その結果は明白であった。移民の比率が大

きく増加した諸国は社会的支出の伸びが小さいと

いう傾向が存在したのである。図 1は基本データ

を示したものである。前述した社会的支出と関連

のある要素の範囲をコントロールする多変量分析

において、この関係性は依然として統計上大きい

ことがわかる。マイナスの関係性は、オランダ、

米国、ニュージーランドの 3カ国の事例に強く影

響されている。これら 3カ国は戦後、きわめて異

なる福祉国家として発達してきた。オランダはヨー

ロッパで最も広範囲にわたる制度を構築してきた。

一方、米国とニュージーランドは、それより限定

的なモデルを選択した。しかし 1980年以後、これ

らの諸国では、移民の人口比率が大幅に増大し、

一方で社会的支出の対 GDP比の伸びは大幅に鈍

化した（オランダの場合は実際に低下した）。

この分野では研究すべき課題が多く存在するが、

初期の証拠は示唆に富んでいる。移民の人口比率

が大きい諸国は、歴史的に重要な福祉国家を維持、

発展させるのがより困難である、という証拠はこ

資料：Banting、Johnston、Kymlicka、Soroka（2006年)

図１ 移民の増加率と社会福祉支出の増加
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こには存在しない。しかし大きな変化が重要なの

かもしれない。最終的な分析においては、政治生

命を脅かす恐れがあるのは、多様性が存在すると

いう事実よりも、むしろ社会的変化のペースなの

かもしれない。

⑵ 認識と再分配の二律背反

変化がもたらす不安定な影響は、「国家は人口動

態の移行期にどう対処すべきなのか」という重要

な疑問を投げかける。公共政策が果たす役割は何

であろうか。民族の多様性に対応する政府の政策

は、再分配国家の活力にとって重要な問題だろう

か。

歴史的に欧米諸国は、移民の民族としてのアイ

デンティティーに無関心であるか、あるいは疑い

の目を向ける傾向があり、新参者には国の共通の

文化への同化を求めてきた。しかし、1990年から

2000年にかけて多くの諸国が、移民の民族として

のアイデンティティーを受容する義務を受け入れ、

「多文化主義政策」として知られる政策を採用して

きた。多文化主義政策の本質とは、自由民主主義

国家においてすべての個人に対して保障されてい

る基本的人権および政治的権利の保護を超えて、

少数民族が独自のアイデンティティーや慣習を維

持、表明することへの、一般の認識・支持レベル

を高めることにある（Kymlicka 1995年）。こうし

た流れから、多様な社会で、市民権と権利の本質

をめぐる活発な論争に火がついた。このアプロー

チをどの程度採用するかは、各国によってまちま

ちである。更に、オランダやイギリスなど一部の

諸国では、近年、多文化主義が後退している。

一部の理論家たちは、多文化主義政策は、多様

性か再分配かという根本的な二律背反の状況を増

幅すると主張している。こうした政策は、政策議

題から再分配の問題を締め出したり、再分配の推

進において連帯する弱い立場に置かれた人々の信

頼を損ったり、あるいはマイノリティーが直面し

ている真の問題を誤って判断したりする――その

結果、当のマイノリティーは、彼らの抱えている

問題が反映しているのは、ほかの多くのマイノリ

ティーがともに直面している経済的な障害よりも、

むしろ彼らの文化であると考えるようになる（Barry
 

2001年、WolfeおよびKlausen 1997年、2000年、

Rorty 1998年、2000年）――ような政治を招いて

しまうというのが、彼らの言い分である。一方で

多文化主義の擁護者は、こうした政策は集団間に

不信感を生み出すものではないと応じている。不

信感は、民族間の差異に無関心であった、あるい

はそれを抑圧しようとした初期の世代の歴史的遺

産である。多文化主義政策はむしろ、長期的には

コミュニティー間の緊張関係を和らげ、再分配を

支える相互尊重と信頼感を高めることのできるも

のである（Kymlicka 1995年）。

こうした議論がケーススタディに基づいて行わ

れているという傾向に苛立ちを感じたKymlickaと

私は、これらの主張の論拠をより体系的な実証的

証拠に求めた（BantingおよびKymlicka 2004年）。

我々は、過去 20年間に強力な多文化主義政策を採

用した諸国は実際に、そうでない諸国に比べて、

福祉国家の弱体化またはその発展の鈍化を経験し

たかをたずねた。これらの質問の回答を導くには、

いくつかのステップを踏まなくてはならない。第

一に、我々は、このアプローチの最も一般的なま

たは象徴的な手法として、以下の八つの政策を用

いて、OECD諸国をその多文化主義政策の相対的

な強度という観点から分類する。

⑴ 多文化主義に関する憲法上の、立法上の、

または議会における主張。

⑵ 学校教育課程における多文化主義の理解の

促進。

⑶ 公共メディアまたはメディアの認定に際し

て、民族の代表/民族に関する配慮が盛り込

まれているか。
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⑷ 服装規定、日曜日の服装に関する法令など

からの免除。

⑸ 二重国籍（市民権）の容認。

⑹ エスニックグループの組織または活動への

資金提供。

⑺ 2ヶ国語教育または母国語指導への資金提

供。

⑻ 不利な立場に置かれた移民集団のためのア

ファーマティブ・アクション（差別撤廃措

置）。

最初の三つの政策は多文化主義を称揚するもの

である。次の二つは多様性に対する法律上の制約

を減らす政策。最後の三つは少数民族のコミュニ

ティーおよび個人を積極的に支援する政策である。

上記の政策を 6以上採用した国を「強い」国に、

2以下の国を「弱い」国に分類した。この中間に該

当する諸国は「中間」に分類される。その結果完

成した分類を示したのが表 1である。

第二のステップとして、上記の 3グループが 1980

年から 2000年にかけて、福祉国家の強度において

どのような変遷を遂げたのか、検証を行った。こ

の期間に、強力な多文化主義政策を採用した諸国

の方が、そうでない諸国に比べて、福祉国家の維

持、強化に困難を伴ったというのは事実なのだろ

うか。表 2はこれらの問題について最初の見解を

提供している。多文化主義政策が福祉国家を弱体

化させているという体系的な傾向を示す証拠は、

ここには見当たらない。こうした政策を採用した

諸国は、採用しなかった諸国に比べた場合に、福

祉国家の衰退ましてや社会的支出の鈍化を経験し

たのではない。むしろ、社会的支出、税金と移転

の再分配が子供の飢餓や不平等に及ぼす影響は、

最も強力な多文化主義政策を実施した諸国におい

ての方が拡大している。つまり、多文化主義政策

は多様性と再分配との緊張関係を実際には緩和し

ている可能性があることを示唆している。

認識と再分配との間に体系的な緊張関係は存在

しないという点は、以後の多変量分析でも確認さ

れている。Banting、Johnston、Kymlicka、Soroka

（2006年）の研究において、我々は多文化主義政策

の測定尺度を、上記で論じた移民と社会的支出の

分析に用いた、社会的支出の決定要因モデルに組

み込んだ。明らかな技術上の課題は、少数移民の

規模が及ぼす影響と、彼らの利益を勘案するため

に採用された多文化主義政策の強度とを区別する

ことである。当然ながら、この二つの変数には一

定の関連性がある（図 2を参照）。しかし、多変量

分析を可能にするだけの外れ値があり、その結果

は先の最初の見解の結論を裏付けるものである。

OECD諸国における多文化主義政策と社会的支出

の伸びとの間には、統計上目立ったマイナスの関

連性は見られない。

このように、これまで見てきた証拠は、「多文化

主義政策は再分配政策を弱体化させる」という大

胆な主張の裏付けにはならない（Barry 2001年、

8頁）。多文化主義政策の浸透作用には時間がかか

り、影響はいずれ現れると論じることにより、普

表１ 民主主義諸国における多文化主義政策の強度

多文化主義

政策の強度
国

強い オーストラリア、カナダ

中間 ベルギー、オランダ、ニュージーランド、スウェーデン、イギリス、米国

弱い
オーストリア、デンマーク、フィンランド、フランス、ドイツ、ギリシャ、アイルランド、イタ

リア、日本、ノルウェー、ポルトガル、スペイン、スイス
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資料：Banting、Johnston、Kymlicka、Soroka（2006年)

図２ 移民の規模と多文化主義政策の強度

表２ 1980年～2000年または近年における多文化主義政策、社会的再分配の変化

多文化主義政策

の

強度

国名

社会的支出

％

国 平均

再分配

貧困層の減少

％

国 平均

不平等の減

％

国 平均

強い
オーストラリア

カナダ
64.6
 
21.0  42.8  1.0

 
20.0  10.5  7.6

 
15.9  11.8

中間

ベルギー

オランダ

スウェーデン

イギリス

米国

10.8
-19.0
-0.7
 
21.2
 
6.8

 

3.8

-5.9
-14.5
-3.5
-7.1
 
5.5

-5.1

-8.4
-2.5
-16.3
-14.6
-4.4

-9.2

弱い

オーストリア

デンマーク

フィンランド

フランス

ドイツ

アイルランド

イタリア

ノルウェー

スペイン

15.6
-0.7
 
32.4
 
34.1
 
18.3
-20.0
 
31.0
 
28.5
 
25.2

 

18.3

 

13.1
 
2.0
 
4.9
-3.8

 

7.7

 

4.8

 

23.2
-9.0
 
11.2
 
14.8

 

13.0

 

10.6

平均％ 16.8  1.6  2.5

注：データの利用可能性の都合により、ギリシャ、日本、ニュージーランド、ポルトガル、スイスは含まれていな

い。ゼロは変化がないことを表わす。空欄はデータが不十分であることを表わす。

資料：ここに示された結果は BantingおよびKymlicka（2004年）を加筆・更新したものである。上記の計算のデー

タソースおよび詳細については、Banting、Johnston、Kymlicka、Soroka（2006年）を参照。
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遍的な緊張関係という仮説を残しておくことはで

きる。例えば、Philippe Van Parijsは本研究に異

議を唱えている。「こうした社会学的なプロセスが

その効果を表し、またそれを政治において活用す

るには、時間を要する」（Van Parijs 2004年、382

頁、Mylesおよび St-Arnaud 2006年も参照）。とは

言え、20年という期間は、多変量分析においてそ

の他の政治的要因（左派政党の役割など）が顕在

化するには充分な長さである。更に事実を述べる

と、移民の人口比の変化が及ぼす影響は、20年間

の分析においても明白に現れていた。

明らかに本研究は、少数移民の事例における認

識と再分配の関係性についての、より大きな研究

課題の出発点に過ぎない。ただし少なくとも、こ

の証拠は「多文化主義モデルは必然的に連帯を損

なう」という主張を検証している。

２.北米（カナダ）における事例

上記で述べたような多国間の統計上の証拠は、

民族の多様性と多文化主義政策と福祉国家の一般

的な関係性についての大胆な主張を検証する上で

有益である。ただし、こうした研究には限界があ

る。多国間の相関関係は個々の国の経験をほとん

ど明らかにしないし、特定の国または状況におい

ては多様性と再分配との緊張関係が存在すること

もある。更に多国間の相関関係は、潜在的な緊張

関係の根底を成す因果関係の仕組みについても、

ほとんど明らかにしない。したがって、多国間分

析は、理論上説得力のあるケーススタディーで補

足する必要がある。本項では北米のカナダの経験

を深く掘り下げる。カナダは移民の歴史を持つ国

であり、多文化社会であり、より拡大的なモデル

を採用している。

カナダは、移民と民族多様性と多文化主義政策

と福祉国家の関係性の、興味深いテストケースで

ある。カナダは世界有数の多文化主義国である。

人口の約 18％が移民で、先進国ではオーストラリ

アに次いで第 2位である。更に、英語圏とフラン

ス語圏が共存し、「ファースト・ネーション」とし

て知られる多様な北米先住民族が住む多民族国家

である。カナダの社会保障体制は多くの北欧諸国

ほど広範なものではないが、国家が米国よりも野

心的な社会的役割を果たしている。国民皆保険制

度や、再分配構造により基づいた所得保障制度を

取り入れている（Banting 1997年）。更に、1970年

代はじめから、表 1に示したように、一連の強力

な多文化主義制度を導入するなど、多文化主義の

申し子のような存在である（Kymlicka 1998年）。

これらの政策の主要な拠り所は当時から進化して

いると批評家たちは主張しているが（Abu-Laban

および Gabriel 2002年）、政策の中核的特徴は変

わっていない。そのためカナダは前述の中核的要

素を興味深い方法で統合させている。

ここでも我々は、市民の意識、特に民族と信頼

と社会制度の支持の関係性から論じてみたい。最

近の証拠は論文 2点である（Soroka、Helliwell、

Johnston 2006年、Soroka、Johnston、Banting
 

2006年）。これらの論文は二つの関連する命題、つ

まり「民族の多様性は隣人の信頼を損う」「これに

よって社会的再分配への支持が弱体化する」を検

証している。分析データには、人種的なマイノリ

ティーの意識に関するより完全な情報を入手する

ため、大都市圏におけるオーバーサンプルを含む、

特別な全国調査を用いた。分析ではそれ以外にも、

カナダ人が暮らす地域コミュニティーについての

情報（近隣の民族構成など）を入手するため、国

勢調査のデータも利用した。

調査では、最初の命題、「民族の多様性は隣人の

信頼を損う」を検証するため、「財布についての質

問」として知られる、信頼感の度合を測定するた

めの画期的な手法を採用した。回答者は次のよう

にたずねられる。「100ドルの入った財布をなくし

たとします。それが［隣人/警察官/食料品店の店
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員/見知らぬ人］によって発見された場合、中の 100

ドルが残っている可能性はどれくらいでしょうか 」。

この測定手法は、カナダ人の暮らす近隣地域の民

族の多様性と、彼らが隣人に対して抱く信頼感の

水準との緊張関係を、明らかにするものである。

図 3が示すように、近隣地域における少数派の存

在が目立つほど、信頼水準に影響を及ぼすその他

の要因（経済的福祉、教育、性別、年齢など）に

おいて多数派が支配的である場合でも、彼らが抱

く信頼水準は低下する。それとは反対に、人種的

なマイノリティーの信頼水準は、多数派がきわめ

て支配的な場合低下する。近隣地域の民族の多様

性が進むと、信頼水準は高まる。この二本の線は、

人種的なマイノリティーの比率が約 60％に達する

と交わる。この水準を超えると、人種的なマイノ

リティーの平均的な回答者は、「多数派」よりも他

人を信頼するようになる。したがって、多様な人

種間において信頼を維持するのは、最も多文化主

義の進んだ国においてですら、困難なのである。

この点は米国の事例の場合と同様である。

しかし多くの研究者は、個人間の信頼水準が低

下すれば再分配の支持も必然的に低下すると仮定

して、単にここで分析を止めてしまう。しかしこ

の仮定は、少なくとも直接的には真実ではないこ

とが判明している。本調査では、信頼水準の測定

以外にも、特定の社会制度について一連の質問を

行うことによって、回答者が福祉国家をどれくら

い支持しているのかを探った。データを分析した

ところ、民族性や近隣地域の民族の多様性と、社

会制度の支持との間には、事実上何の関係性もな

いことが判明した。この調査結果は多変量分析を

支持するのである。社会的支出の支持にすべて影

響を及ぼす、所得や性別、年齢といった要素と比

較すると、民族性や回答者の近隣地域の民族構成

は、事実上ないも同然である。更に、一定の関係

性の兆候がある場合、再分配の支持率が低いのは、

多数派においてではなく少数派においてである。

再分配の受益者が「見知らぬ人」だという理由で、

多数派が再分配に反対しているという証拠は存在

しない。証拠は準備段階であり、調査プロジェク

トは今なお進行中であるが、多様性と再分配の二

律背反を裏付ける証拠はいまのところ見られない。

カナダの社会保障政策と多文化主義政策の政治

は、この基本的見解に沿ったものである。福祉国

資料：Soroka、Helliwell、Johnston（2006年）

図３ カナダにおける民族性と個人間の信頼水準
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家としてのカナダは、1980年代から 90年代にかけ

て確かに強い圧力を受けた。更には度重なる政策

変更によって、戦後導入された社会制度は再編さ

れ、一部は弱体化した。しかし、こうした再編の

主な圧力となったのは、1980年代から 90年代はじ

めにかけてのグローバリゼーション、技術革新、

人口高齢化、カナダ政府の脆弱な財政基盤、なら

びにより保守的な政治イデオロギーへの傾斜であっ

た。このように、カナダの事例は一般的な欧米諸

国の事例とは異なる。そして民族の多様性または

多文化主義政策が緊縮政策に大きく貢献したとい

う兆候は見つかっていない。

カナダの場合、人種の多様性は社会保障政策を

規定する要因ではない。カナダに到着後間もない

移民は定住サービスや言語研修を提供される。し

かし、生活保護受給者や貧困層が、より一般的に

は、言語、民族、人種の面で目立つことはない。

その一方で、将来に関して危険な兆候があること

は認めなくてはならない。従来移民はカナダ経済

に比較的早く溶け込み、その貧困率は 10年程度で

全国水準を下回るのがふつうであった。しかし、

1990年代から 2000年代はじめにかけて到着した移

民たちは、過去の移民たちほど経済的成功を享受

していない。経済的統合の原動力が停滞したまま

で、移民たちが社会支援やその他の給付に依存す

るようになれば、社会保障政策も変化するであろ

う。しかしこれまでのところ、一般に、貧困層が

特定の人種または民族に特有のものであるとは見

なされていない。多文化主義政策に対する非難が

続いているという証拠も存在しない。多元的政治

に見られるように、多文化主義制度は活発に議論

されることが多い。しかし、カナダの多文化主義

政策への支持はいまもかなり安定していることが、

世論調査の結果からわかっている。基本的な多文

化主義モデルを後退させようという一致した試み

は見られず、多文化主義政策が福祉国家に真剣に

取り組む政治勢力を弱体化させるという証拠はほ

とんど存在しない。

最後に、これは注目すべき点であるが、カナダ

で再分配が果たす役割は、数多くの福祉制度が再

編されたにもかかわらず、ほかの多くのOECD諸

国ほど急激には弱体化していない。図 4はこの点

を実証している。1970年代には市場の不平等は比

較的安定していた。それがほかの多くの諸国と同

様、1980年代から 90年代にかけて増大した。しか

しながら、総所得の分配（政府移転収支を含む）

と可処分所得（税金、譲渡税、直接税を含む）は

はるかに安定した。1990年代末には可処分所得に

おける不平等が拡大したが、過去 20年間における

変化は、米国、イギリス、フランスなどのOECD

諸国にくらべると、はるかに小さい。更に、2004

年の可処分所得における不平等は、多文化主義政

策への移行が開始した 1971年よりもわずかに高い

だけに過ぎない。つまりカナダの事例は、「人種の

多様性の増大、または正式な多文化主義政策の採

用は、戦後福祉国家を建設した際に確立された再

分配水準を陳腐化した」という命題を立証するも

のではない。

結論

冒頭でも述べたとおり、欧米の民主主義諸国が

直面している切実な課題の一つは、多様化の進む

社会でコミュニティーの絆をいかに維持強化して

いくかである。民族の多様性と連帯との間に摩擦

の可能性があることに疑いはない。社会科学者の

指摘を待つまでもない。テレビには、民族や人種

に対する不寛容を示す、あまりに数多くの証拠が

映し出されている。更に、福祉国家からの脱落と

いう疑う余地なき可能性も存在する。それでも我々

は均衡を維持しなくてはならない。利用できる調

査基盤が限られていることを考慮し、早計な判断

は控えなくてはならない。

本稿に概要を示した証拠が示しているのは、民
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族の多様性と多文化主義政策と再分配の関係性は、

現代の論文が示すよりもはるかに複雑だというこ

とである。多国家間の証拠が示す方向性はまちま

ちである。移民の多い欧米の民主主義諸国は、そ

れ以外の諸国に比べて、福祉国家の維持・発展が

困難だったわけではない。とは言うものの、社会

の変化のペースが重要であるように思われる。移

民社会が急成長した諸国は 1970年から 2000年に

かけて社会的支出の伸びが鈍化した。しかし、一

部の批評家の懸念をよそに、健全な多文化主義政

策の採用が緊張関係を体系的に増幅させ、福祉国

家を更に弱体化させたわけではない。こうした多

国間に見られる広範なパターンには、多くのさま

ざまな事例がある。米国およびカナダの対照的な

パターンは、多様性と認識と再分配の間に幅広い

均衡を保つことが可能であることを示している。

この分野について我々が入手している確実な情

報に限りがあることから、一国の事例が主要な事

例、つまり現在の諸問題の本質をとらえていると

みなされる恐れがある。多くのヨーロッパ人にとっ

て、米国は典型的な多文化主義国であり、移民と

民族の多様性と再分配の関係性を示すテストケー

スである。これは単純な事例が誤解を招きかねな

い分野である。ここでは歴史と伝統がものを言う

のであり、米国には人種関係において際立った歴

史がある。輸入されてきた奴隷の子孫たちが重要

な少数派を形成しているという例は、ほかの欧米

の民主主義国にはない。米国以外の諸国は、単に

米国の拡大版、あるいは場合によっては縮小版と

いうわけではないのである。

このような状況では、多様な事例、多様性と再

分配の異なる関係性を示す、さまざまな事例を明

らかにすることが重要である。カナダは明らかに

この対照的な事例である。しかし事例は楽観的な

ものではない。民族の多様性と個人間の信頼に再

び緊張関係が生じている。つまり現実は、多様性

を軽々に称揚するほど楽観的ではないのである。

過去 15年間に移民が直面している経済的問題によ

り、将来が懸念されている。社会的統合のその他

の側面（帰属感、人種差別の認識、アイデンティ

ティー）について最近行われた研究は、重大な疑

問を提起している（Banting、Courchene、Seidle

資料：カナダ統計局資料

図４ カナダにおける所得格差（ジニ係数：1971年～2004年)
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2007年）。それでもなお、カナダにおける市民の意

識についてこれまで検証してきた証拠は、「民族の

多様性は社会制度の支持を必然的に弱体化させる」

という主張を証明するものではない。更に、カナ

ダ政治の進化は、移民、多文化主義政策、社会的

再分配は、政治的均衡の安定化に貢献できること

を示している。

このカナダの事例は、異質性と多文化主義、福

祉国家には、さまざまな関係性がありうることを

強く示すものであり、これは有望な兆候である。

更に、さまざまな諸国において何とかして均衡を

崩そうとする、多様性と再分配との間に介入する

要因の理解を目的とする、切実な研究課題をも提

起している。最後に、これらの事例は、政治的選

択よりも可能性を提起するものである。多文化主

義の福祉国家の未来をめぐる、不穏さを増す一方

の議論における、唯一楽観的な見解なのである。
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注

1) 同研究チームのメンバーは，Keith Banting，Will
 

Kymlicka（クイーンズ大学），Richard Johnston（現

ペンシルベニア大学），John Helliwell（ブリティッ

シュ・コロンビア大学）Stuart Soroka（マギル大

学）．

2) この他に，米国については，シンポジウムでは，

報告の元になった論文とは別に配布された資料に

基づいて報告が行われた（訳者注）．

3) 我々は，別の分析において，更に別の要因（人口

1人当たりの GDP，失業率，労働組合組織率，キ

リスト教民主主義および極右政党の勢力など）に

ついてもコントロールしているが，基本となる結

論に違いはない（Soroka，Banting，Johnston 2006

年）．
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